
地域が変わると，暮らしが変わる

作野広和

2026年度豊岡市地域づくり懇談会

島根大学教育学部教授

豊岡市地域コミュニティアドバイザー

必要があればお声がけ下さい！
全国の地域にアドバイスや協働活動（伴走型支
援）を展開しております。

自治体単位，地区単位，集落単位の地域づくり
のお手伝いをしております。

単発の講演会・研修会のご依頼も遠慮なくご相
談下さい。

メール：hsakuno@edu.shimane-u.ac.jp
電 話：0852-32-6107／090-2006-9162



作野広和 研究・活動

■県レベルの中山間地域振興
・奈良県（翠山大学設立準備）

・兵庫県（地域再生アドバイザー）

・広島県（中山間地域集落のあり方）

■市町村レベルの中山間地域振興（１共同研究）
・島根県益田市（20地区） 中山間地域振興計画の策定

・鳥取県南部町（７地区） 地域のあり方検討

・広島県神石高原町（４地区）★ 地域のあり方検討

■地域コミュニティの再構築（４共同研究）
・兵庫県豊岡市（29地区，地域コミュニティアドバイザー）★

・兵庫県佐用町（13地区，地域づくりアドバイザー）「さよラボ」★

・広島県広島市（140地区，広島型地域運営組織ひろしまLMO）

・島根県出雲市佐田町（２地区）・・・・・「さだラボ」

・島根県飯南町（５地区，地域づくりアドバイザー）「飯南ラボ」★

・島根県邑南町（12地区，顧問）・・・・・・「邑南ラボ」 ★

■持続可能な地域づくりの推進
・島根県大田市（馬路地区）

・島根県江津市・・・「松平ラボ」

・島根県奥出雲町（たたら文化的景観）・・・「奥出雲ラボ」

■高校魅力化（４校）

・島根県立矢上高校（地域との協働事業）

・島根県立飯南高校（「生命地域学」の継続）

・鳥取県立米子西高校（みらいチャレンジの継続）

・鳥取県立日野高校（魅力向上）

■高校持続・公設塾

・中国地方・島根県における高校の持続・公設塾に関する研究

■公営塾・教育再生・人づくり（３地域）

・鳥取県日野郡まなびの推進局（日野町・日南町・江府町）

・保・小・中一貫教育プログラム「日南学」の推進（日南町）

・「人づくり」と「地域づくり」の一体的取り組み（益田市）

■学校配置・あり方・再編（５市町）

・島根県安来市（５中学校・17小学校）答申済

・島根県飯南町（２中学校・４小学校）答申済

・島根県川本町（１中学校・１小学校）答申済

・島根県邑南町（３中学校・８小学校）

・広島県庄原市高野町（１中学校・１小学校）

 ■学校経営（２校園）

・教育学部附属学校部長（附属幼稚園，附属義務教育学校）

★ 共同研究
★★ 科研
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豊岡市における取り組み

■1年目 2011（平成23）年度 但東町資母・合橋・高橋地区への関わり（一部過疎）

■2年目 2012（平成24）年度 但東町資母・合橋・高橋地区への関わり（一部過疎）

■3年目 2013（平成25）年度 新しい地域コミュニティのあり方検討委員会設置

■4年目 2014（平成26）年度 「新しい地域コミュニティのあり方方針」策定（モデル地区1年目）

■5年目 2015（平成27）年度 地域コミュニティ政策推進会議設置（モデル地区2年目）

■6年目 2016（平成28）年度 地域コミュニティ政策推進会議継続（モデル地区3年目）

■7年目 2017（平成29）年度 地域コミュニティ組織設立（全29地区）

■8年目 2018（平成30）年度 地域コミュニティビジョン策定委員会設置

■9年目 2019（令和１）年度 「地域コミュニティビジョン」策定

■10年目 2020（令和２）年度 地域づくり戦略会議設置・中間支援組織設立・地域づくり職員ネットワーク設置

■11年目 2021（令和３）年度 「支えあう地域のしくみを考えるアンケート調査」の実施

■12年目 2022（令和４）年度 「支えあう地域のしくみを考えるアンケート調査」報告会の実施

■13年目 2023（令和５）年度 「地域コミュニティチェックシート」試行

■14年目 2024（令和６）年度 全地区訪問（２巡目）

■15年目 2025（令和７）年度 共同研究 行政区に対する調査 ■16年目 2026（令和８）年度 3
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2025年度 豊岡市・島根大学共同研究

調査対象 期間 調査内容

全行政区調査 ６月

・「行政区調査」の調査票を、
各行政区の区長・町内会長に送
付（359行政区）

・調査票を通じた区長会の運営
状況，各区が有する課題，地域
コミュニティ組織との関係 等
の実態把握

事例地区調査 ８～９月
・３地区（五荘地区，小坂地区，
資母地区）の全区長に対するヒ
アリング調査による実態把握

事例集落調査 ９月

・「世帯訪問ヒアリングシー
ト」を用いた各世帯代表者に対
するヒアリング調査
（資母地区の３行政区）

・それぞれヒアリングの際に受
け取った資料をもとにした実態
把握

＜ヒアリング担当者＞
前田拓望
（当時：島根大学教育学部４年）
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行政区の課題について（複数回答）

Ⅱ 行政区の課題



〇基本的な集落機

能を有している。

・生産補完機能

・資源管理機能

・生活扶助機能

○ほとんどの行政区

で常会や寄り合い

が定期的に開催さ

れている。

〇「通院や買い物

への移動支援」を

実施している行政

区は少ない。
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・行政区の機能・活動を継続していく上で必要と思われるものについて

（複数回答）

〇「行政区間の相互協力」

が最も多い。「行政区機能

の整理・縮小」や「行政区

の統合・再編」についても

注目できる。

⇒水平連携による

課題解決

〇地域コミュニティ組織や

行政との連携・支援強化も

多く、単一行政区だけでは

住民自治・課題解決は難し

く、協力が必要であると感

じる行政区が多い。

⇒垂直連携による

課題解決 7

集落機能は地域コミュニティ組織では代替するのが難しいという判断

行政区の機能・活動を継続していく上で必要と思われるものについて
（複数回答）



28.6%

49.5%

8.9%

10.5%

1.9% 0.6%

・地域コミュニティ組織について

地域コミュニティはとても重要な存在である
地域コミュニティの存在意義はある
地域コミュニティのことがよくわからない
地域コミュニティの存在意義が見いだせない
地域コミュニティはない方がよい
その他

21.8%

26.9%48.1%

1.9%
1.0%

0.3%

・行政区と地域コミュニティ組織との関係

地域コミュニティと強く関わっている
地域コミュニティとある程度関わっている
地域コミュニティから依頼に応じて関わっている
世帯・個人単位で関わっている
地域コミュニティ組織とは全く関わっていない
その他

〇地域コミュニティ組織の存在をある程度認めつつも、より地縁的な行政区の方を重要視していると考えられる。

〇行政区から地域コミュニティ組織への関わりが少ない

⇒ 行政区は地域コミュニティ組織との関わりについて受動的に対応 8

地域コミュニティ組織について 行政区と地域コミュニティ組織との関係について
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Ⅲ 見えてきた地域課題の発生要因

（2026年８月「日高地区地域づくり懇談会」意見交換の結果をNotebookMLにより分析）



10
（2026年８月「日高地区地域づくり懇談会」意見交換の結果をNotebookMLにより分析）
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仲間はずれにされるのは

（2026年８月「日高地区地域づくり懇談会」意見交換の結果をNotebookMLにより分析）
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（2026年８月「日高地区地域づくり懇談会」意見交換の結果をNotebookMLにより分析）
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「新しい地域コミュニティのあり方方針」

第１段 地域コミュニティ組織（地域運営組織）による行政区の補完

Ⅳ 豊岡市における地域づくり改革

地域コミュニティ組織・コミュニティセンター設立（2017年）

「地域コミュニティビジョン」（2020年）



法人化
（別組織）

行政区を補完する地域コミュニティ（地域運営組織）
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地域交通
運営協議会

地区社会
福祉協議会

民生委員

自主防災組織

観光協会

小学校
PTA活動

コミュニティスクール

住民
支え
あい

防犯・防災

景観
環境
保全

交流
親睦

地域
公共
交通

地域
福祉

防犯
防災

学校
支援

＜守り＞ ＜攻め＞

移住
定住

買い物支援
特産品開発

観光
交流

農業
経営

営農法人

市場

住民合意の外出し「実行組織」（法人）
を設置することもできる

地域コミュニティ

行政区

行政区
区長会

＜事務局＞

コミュニティ
センター

市

地域

地区

行政区

隣保

地縁型自治組織

平成の合併

昭和の合併
（中学校）

明治の合併
（小学校）

藩政村
（江戸時代）

冠婚葬祭
（葬式組等）

ネットワーク型自治組織
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第２段 行政区のあり方改革×地域コミュニティ組織の再定義

(1)地域政策改革：市役所・振興局

• 行政からの依頼実行の徹底的な見直し

• 住民に近い地域振興局の機能強化

• 中間支援組織による伴走型支援の強化

(2)地域コミュニティ改革：地域コミュニティ組織

• 地域コミュニティ組織のミッションの再定義

• 地域コミュニティ組織における主体の変革

• 移住定住・空き家対策・子育て支援・伝統行事等，固有の役割継続

(3)行政区改革：行政区

• 行政区・隣保の機能・ミッションの再定義

• 行政区・隣保における慣例（役・行事）の見直し

• 行政区・隣保の再編 など

作野広和によるアドバイザーとしてのアイディア



地域コミュニティに求められる本来の役割→新たな主体の参画が必要

16（田口太郎（2021）「「関係人口」をいかに地域づくりに活かすのか」資料より転載）

本来は地域コミュニティの役割→しかし「同じメンバー」がやっているからたいへん

行政区

市役所・振興局

地域コミュニティ組織？



但東町資母地区西野々集落：12世帯 人口28人
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「不便だと思ったことは
一度もありません」

「みんなが力を合わせて
できることは，する。
できないことは，縮小する。
ただ，それだけです」

住民が笑顔で住み続ける



鳥取県南部町：地域づくり懇談会

18

Ⅴ 鳥取県南部町における「地域のあり方」改革



（2026年度南部町地域づくり懇談会における話し合いの結果に対するNotebookMLによる分析）
19



（2026年度南部町地域づくり懇談会における話し合いの結果に対するNotebookMLによる分析）
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「むらの減築」

21

京都府「むらの減築」

（京都府資料より転載）



「むらの減築」 地域の現状をセルフチェック

22
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鳥取県南部町坂根区の地域運営見直し
１ 経緯

副区長の任期が令和８年３月３１日に満了なること
に際し、次期、副区長の人選が難航し、初寄合（令和
８年３月開催）で、区長により現状報告、検討会の立
ち上げについて提案あり（⇒了承）
※区長、副区長の任期：２年
区長と副区長の任期を１年ずらし、
集落運営を行っている
副区長は、前年度に多面的機能支払団体
（坂根活動組織）の会長
坂根活動組織の会長は、
坂根農事実行組合の組合長なっていた。

〈役目型〉

区長

↓

副区長

↓

・各種委員（行政関係、地

域関係）

・各種組織（農業、神社）

〈グループ運営型〉

区長

↓

○運営ワーキンググループ

○会計、データ処理グループ

○研修グループ

○△△グループ

２ 見直し案
○意図：現在の仕事の棚卸 ⇒ 再編成

区長の仕事の分散化
○きっかけ：役目に入っていない人の存在

（見えない不公平感）
○考察
・自分たち（の課題）ことは、自分たちで決めている

→住民自治の原点
。
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鳥取県南部町坂根区の地域運営見直し：全世帯が１役以上を担う



板井三那子さん
2019年から基町高層アパートに住み始め、
2022年より自治会長を務める。現在、広

島市立大学大学院の博士後期課程に在籍
しながらアーティストとして活動。人の
記憶をテーマに、自治会長経験などを活
かした作品制作や地域のアートプロジェ
クトなどに取り組んでいる。

広島市基町アパート６コア自治会長：ものすごく参考になる

25

住民が笑顔で住み続ける

【基町アパート】29歳自治会長が「変わる基町」でめざす街の
https://www.youtube.com/watch?v=JncZgZHw6D4

Ⅵ おわりに



但東町資母地区西野々集落：12世帯 人口28人

26

「不便だと思ったことは
一度もありません」

「みんなが力を合わせて
できることは，する。
できないことは，縮小する。
ただ，それだけです」

住民が笑顔で住み続ける
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